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論 文 内 容 の 要 旨
1.本 論文は、戦後わが国の農村社会学 と家族社会学における 「イエ(家)」に関する学説を批判
的に検討 して、「家」はその生活原理である 「家族律動」の概念によって理解すべきことを論証
し、現代農村 ・農民の生活をこの概念に依拠 して実証的に究明したものである。
2.論文の構成は次のとお りである。
第1章 「イエ」に関する社会学理論の検討
第1節 近代 日本における家制度
有賀家理論の概要
第2節 「小家族理論」の展開
戸田貞三、鈴木栄太郎、喜多野清一を中心にして一
第3節 「有賀一喜多野論争」の争点とその課題
第2章 家連合論 と 「村落」(ムラ)
第1節 有賀喜左衛門の家連合と村落
第2節 中野卓の家連合と村落
第3節 竹内利美の近隣組織と村落
第3章 「核家族化」 と家族周期論の現代的課題
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第1節 「核家族化」をめぐって
第2節 統計資料からみた現代家族の諸相
第3節 「核家族論争」の争点
第4節 村落研究における 「家族周期」研究の意味
第4章 「イエ ・ムラ璋論」の展開 と現代的課題
第1節 「イエ ・ムラ理論」め展開
第2節 「イエ ・ムラ理論」の現代的課題
第5章 家族周期 と就労構造
一 水田単作地帯の事例研究(宮 城県遠田郡涌谷町生栄巻)
は じめに
第1節 概況
第2節 家族周期から見た対象家族の変容
第3節 家族周期と兼業農家の就労構造
むすびにかえて
第6章 家族周期と 「農家継承」の多様化
一 都市近郊農村の事例(石 川県松任市寄新保)
は じめに'
第1節 調査地の概況
第2節 家族周期から見た対象家族の諸特徴
第3節 「農家継承」の多様化 とその要因
むすびにかえで
第7章 家族周期と農家婦人の役割構造
施設園芸地帯の事例(宮 城県亘理町新丁)
は じめに一 「主婦」の規定に関連 して一
第1節 調査地の概況
第2節 農家婦人と経営のあ り方
第3節 家族周期と 「主婦」のライフサイ クル
第4節 農家 「主婦」に見る暮 らしの 「工夫」
むすびにかえて
第8章 家族周期と家の変容
一 果樹 ・畑作地帯の事例(福 島県喜多会津郡北会津村二 日町)
はじめに
第1節 調査地の概況
第2節 二 日町部落の農家家族動態と 「家」の変容
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第3節 家族周期の移行 と農家経営
まとめ 「村落」研究の課題に関連 して
3.本 論文の内容
第1章 は 「イエ」に関する社会学史的検討である。
法制 としての 「家」、イデオ ロギーとしての 「家」ではなく、庶民の日常生活の必要に応 じて
創生 した 「家」こそが、本研究の対象である。その視点か ら、著者は、わが国家族研究の始祖戸
田貞三の小家族論を基点として、先学の諸学説を論評 し、世代的連続を前提として嫡系一傍系の
軸を 「家」の柱にすえる有賀喜左衛門の 「家」理論を本研究の導入と位置づける。そ して、有賀
理論をふまえて、近代における 「家」の展開を家産 と家業の継承を中心に実証分析 した中野卓の
商家同族団の研究は、象徴的な 「のれん」を媒介 とした 「日常生活連関」を重視 した 「家」理論
であると理解する。著書はこの理解から、農村の 「家」研究は、実在する土地に強 く連結 した地
緑関係を基礎におく独 自の 「家」理論を構築する必要があると強調するのである。
第2章 では、前章を受けて、農村の地緑関係にかかわる既存の社会学理論、つまり、家連合 と
村落論を論評する。有賀のそれには変動論への展望がみられず、その理由は 「地緑」 と 「日常的
生活連関」といった概念を 「生活意識」の変動論的視点か ら再検討することがなかったからであ
るという。また、中野卓の場合は、資本主義の発達に即応 した変動論を志向 しているが、村落の
内部的統合の要因の分析に立ち入らなか ったので、高度成長期以降の村落変動への理論的接合が
不可能となったと説明する。
竹内利美は、近隣集団と関係づけて村落の内部的変動要因の実証的研究に着手 し、かつての家
連合論を村落変動論へ展開することをめざした。 しかし、その所説を克明に検討す ると、「公」
と 「私」の 「生活意識」の変動を射程に収めえなかったため、現代農村の社会変動を理解するの
に十分な村落集団論にまで昇華 しえなかったと指摘する。その克服には、「家」の内部的変動の
理論的実証的研究の必要を強調するのである。
第3章 は、現代における家族の変動に関連する核家族化の問題および家族周期 とライフコース
の理論についての論考である。
著者はまず核家族化に関する内外の先行研究を精細に検討する。現在では、核家族化を単に家
族構成上の変化にとどまらず、直系家族制か ら夫婦家族制への価値的 ・制度的転換を漸次ともな
うものとして理解するに至った経緯を詳述する。そして、この核家族論の実証的根拠が、大量観
察による横断的な統計的データに求められている点に注 目し、学説の根拠 となる資料の算出方法
等を吟味してその相違を発見する。 このように、いわぽ比率計算に依拠する核家族論の立論には
限界のあることを指摘 し、夫婦家族制への制度的変化を実誕するためには、高度成長期において
「傍系世帯」として分立 した 「核家族」形態の世帯がその後いかに変化していったかという、い
わぽ縦断的な大量観察の資料が必要であ り、 この点に従来の核家族化の研究には欠陥があること
を論証する。
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また、わが国の核家族をめ ぐる論述には、家族は制度であり集団であるが思想でもあることか
ら、イデオロギー的性格が色濃 く反映している事実を指摘する。そのため、核家族論は、産業化1
と家族の関連を問 うことは したが、終始巨視的な問題関心にとどま り、家族と地域社会 との具体
的関連が考究されたことはな く、農民の 「家」への視点が完全に欠落 してしまうことを論証する。
さらに、家族周期に関する既存の研究を回顧 して最近のライフコース論の特徴とその到達点を
整理 し、ライフコース研究は、結局、農村社会学研究が熟成 してきたモノグラフィックな研究 と
の架橋を不可能にするものと論定する。
以上のようにして、農民の日常生活の倫理を探究してきた農村社会学の研究成果と現代家族の
社会学研究の連結を企図するならば、縦漸的な家族生活史の資料に基礎づけられた家族周期の研
究、それを著者は 「家族律動」研究とするが、この研究こそが重要であると強調するのである。
しかも、このアプローチは、今日の農村社会において再編される 「家」の実態に迫るのみならず、
再編される農村家族 と都市へ分立 した夫婦家族との相互連関を探査す る作業を通じて、現行の核
家族論を超える家族理論の構築へと発展 しうることを主張するのである。
第4章 では、「イエ ・ムラ理論」の今日的展開を意図した諸学説を整理 し検討している。
有賀、鈴木栄太郎の村落論を独 自に掻取 し、特に有賀のそれを展開させようとした竹内らの「内
的体系論」や 「機能集団論」、また、喜 多野清一の文脈から鈴木の 「社会過程論」を取 り込んだ
正岡寛司の提案、さらに、中根千枝の 「イエ原理論」を徹底的に批判 した清水昭俊の所説等を論
評する。それぞれの研究から何ほどかの示唆をえつつも、それぞれのもつ限界と欠落を指摘 して
いる。
そ して、著者は 「イエ ・ムラ理論」の今 日的展開を実現するとい う現代的課題の克服のために、
次のことを提唱する。
第1は 、「家」の内実 と 「村」の集団構成との構造関連およびその関連の変動過程を調査分析
するモノグラフの手法の開発である。 この手法の開発によって、家族周期の分析と村落のモノグ
ラフ研究との統合を可能に し、ひいては、歴史的な生活単位 としての 「家」の確定と超時間的な
「家」の編制原理とを実証的に解明できるし、さらに、これまで見のがされてきた農家の内部構
造と村落の集団構成とを連結しうる実証的方法とな りうるというのである。
第2は 、従来の 「イエ ・ムラ理論」の弱点と思われる現代村落 と家族の相互関係およびその変
動の考究のためには、村落の空間秩序の形成原理 と農民の生活意識の構成原理とを結合させる方
向をめざした論理的展開に導 く必要がある。これもまた現代的課題であるというのである。
以上のように確認され論定された視角と課題に関して行われた精緻な実態調査研究の成果が第
5章以下に収載されている。
第5章 は、従来農民層分解論や労働市場論の領域で主「として論 じられてきた農家の兼業化の問
題を、個別興家の内在的諸条件を重視 した家族周期の視角から考察した事例研究である。一律的
に農家に迫る全体制的な要因か ら兼業化を分析する手法に対する批判的検討を意図している、と
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いいなお してもよい。
調査対象村落は昭和初期に開拓 された水田単作村、宮城県遠田郡涌谷町生栄巻である。相対的
にみて農業経営の自立度の高い生栄巻では、稲作の個別的大型機械化に志向する経営上層と農外
就労への傾斜を強める経営下層の新たな農業共同化を基軸に、村落内部の再編が進行 している。
この事態を居住全戸に関する定着以降の精細な家族生活史調査に よって解明する。
ところで、労働市場の拡大に伴 う兼業の恒常的な勤務形態への移行と、農業経営の機械化や科
学的合理化の進展がもたらす家族協業からの離脱 とい う現代の兼業化の進展から、「家」の解体
が説かれることが多かった。 しかし、 この事例研究の結果から、家族周期の進展は農家の内部構
造、 とくに農作業の構造を再編 していくが、農家全体の運営においても、「家」的編制をそれぞ
れの周期段階に対応 して再編 している事実が実証されたのである。
兼業化の動向もこの事実に連動 している。嫡系男子成員対女子成員(時 には次三男の傍系成員
をも含む)と いう横の軸 と、世帯主か らその後継者とい う縦の軸 とは、「家」の内部構造の基軸
である。この二本の基軸の組み合わせによって各戸が農外就労の重点移動を図 り、これによって
世代を超えた時間軸の中で兼業農家の経営を合理的に運営 していく実態、つまり、主体的な 「家」
経営の理論枠に従って、家族成員を農外就労と農作業に配分 してきた実態を鋭 く解明したのであ
る。
第6章 は、兼業への依存度が早 くから高かった金沢近郊の平場農村、松任市寄新保について実
施 した事例研究であや。
「家」の根幹であると著者が考える世代的連続の現状の解明を企図して、ここでは、「家」の
世代的連続の内容である農地の継承、農業の継承、社会的地位の継承の三点から、前章の事例と
の比較 も顧慮 して、「農家継承」の実態を究明している。村落構成農家の世帯構成の累年別資料
を整理 し、直系家族の周期を、周期段階の特定期に世代分離の期間があ り、その時には双方が夫
婦家族の形態をとる点に注 目して、それを 「異居型」 とし、「同居型」と区別する。 この観点か
ら、調査結果を検討す ると、両周期の場合 とも農地の継承は他の継承より遅れるのが特徴である。
また農業の継承については、近年、女性担当傾向が顕著であるが、経営内容の動向を上述の二類
型別でみると、「異居型」周期では稲作専業化する方向が強 く、「同居型」周期では 「稲作+農 外
就労」 と 「稲作+果樹」といった複合的経営に分離 しつつあ り、前者では農業の継承が遅れる。
さらに、社会的地位の継承は東北水田単作地帯の事例に比べて相対的に遅 く、 とくに 「異居型」
周期の農家にそれが著 しいが、この場合でも後継予定者の 「村づ きあい」は確実に実行'されてい
るのであって、彼等の 「農家継承」に関する社会的承認は婚姻を契機 として成立する点で 「同居
型」のそれ と同様であることなどを、克 明に実証 しているのである。
第7章 は、戦後においても傍系家族成員の同居が多い施設園芸の村、宮城県亘理町新丁を対象
に実施 したモノグラフである。「家」における役割構造をライフサイクルと家族周期の視角から、
とくに主婦権 と世帯の主権との関連を重視 して考察することを意図している。
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前章と同様に、著老はこの村落構成戸について家族生活史調査を行い、その資料を基礎にして
家族周期を中心とした 「家族律動」を考察する。そ こで、前章で類型化した 「同居型」「異居型」
の直系家族の周期に加えて、前者をさらに 「長周期型(高 齢世代)」と 「短周期型」に分別 しう
ることを発見す る。「長周期型」は、』高齢者夫婦を含む4世 代の家族成員を擁する段階から各家
族形態を経過することな く、2世代夫婦を含む世帯に転移する型である。この周期をたどるのは、
専業の複合経営農家であるのに対 して、「異居型」のそれは高齢者世代専業農家である。他方 「短
周期型」は、2世 代夫婦の家族が後継者を含んだまま高齢の夫婦の他界によって核家族へ移行す
る周期である。
また、米づ くりの生産調整強化によって、 この村落では近年いよいよハウス栽培の苺の専作化
傾向が著 しくなっている。そのことが女性労働力を家族内に繋ぎ止めるようにな り、同時に、女
性のライフサイクルが大きく農業経営を規定する状況を成立させてきた過程を検証する。さらに、
以上の周期的特徴が家族の内部構造における主婦の地位 と役割の変化をもたらしてきた実相を解
明して、従来主張されてきた嫡系男子への 「世帯主権」の継承ではなく、主婦がその権限と役割
をになう時期の存在を実証的に確認 して、「主婦権」 と 「世帯主権」の関連と連結の現状を考察
している。
第8章 では、果樹 ・畑作地帯の一集落、福島県北会津村二 日町を とりあげて、家族周期の歴史
具体的特徴 といいなお してもよい著者の 「家族律動」と階層 との関係を基盤iに生成され変動する
「家」の内部構造の変容を解明 している。
まず、村落体制の歴史的変化を中心 として村落構造の変動過程を調査分析する。それによって、「
次のことが明らかになった。土地よりも労働が生産形態を規定する傾向が強い畑作地帯において
は、昭和30年代以降顕著になった稲作の省力化が農家経営の自立度め強化を うなが し、村組等の
生産共同の契機を減少させ、村落生活の各場面でも旧慣的交誼協力を消失させてきた。 しかし、
近年の生産調整政策の強化は、果樹 ・畑作の各戸の農業経営に占める比重を増大させる状況をつ
くりだ し、この状況が新 しい協業や共同を生むことにな り、そめ協業 と共同には、同世代原理が
濃厚に貫徹 しているというのである。
次いで、このような二 日町に居住する全農家の世帯構成に関する縦断的資料を整理 して、それ
ぞれの家族構成の変容 と周期性を考察する。水田単作地帯に比較 して畑作地帯では 「異居型」周
期は一般に稀であるが、 この村落では今までの ところ、 この事例は認められない。 しか し、「同
居型」周期は、家族構成における2世 代夫婦の連続が中断され ることのない農家群(α 系 と呼
ぶ)と、核家族形態が周期の過程で長期間に及び、かつ後継者決定時には父母 ともに他界 してい
るが、片方のみ死亡 している農家群(β 系と呼ぶ)と 二分できる。そして、このような周期のタ
イプと経営階層 との関連をみると、経 営規模1.0～1,6hαのC層 上層から3.Ohα以上のA層 、1.9～
2.8hαのB層 までの各階層においては、ほとんどが α系である。家族構成の推移を中心に各戸の
戦後における家族生活史を綿密に辿ることによって、少数のβ系の場合もまた、二世代夫婦同居
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型への回帰が実現 している実態を解明したのであった。
さらに、各戸について家族周期の移行 と農業経営の変遷との関係を、戦後の変動に即 して究明
する。安定 した2世 代の夫婦の組合せから離脱することがないとい う周期的特徴をつ α系の農家
群は、 とヴわけA層B層 の経営階層は、果樹を中心に転作した畑地 と樹園地を着実に拡大してい
る。その拡大の原動力は、農外就労をやめた農業後継者にある。 こうした農家群は生産調整政策
への対応 として専業化の傾向を強化 しつつある。しかし、経営規模の比較的小さいC層の場合は、
A層B層 とその動向を異にする。C層 の大部分はβ系であ り、それ らは α系 と比べると農業経
営の形態や内容やその推移に相違がみられる。この農家群では、世帯主の交替時に再確認 ・再編
成される家関係によって農業労働力の補完を図る度合が大きい。しかも兼業への依存度も高いが、
それは、家族内部の世代間就労配分を前提として行われてきた。さらに、生産調整政策との関連
をみると、果樹 ・畑作経営を現状以上に拡大 しえないのは、C層 のβ系農家群であ り、そこでは
・稲作を村落内の生産組合に依存 して、それによって生じた余剰労働力が農外就労に振 りむけられ
る。これらの諸点を丹念に実証 しているのである。
最後に、以上の 「家族律動」に関する4事例研究をふまえて、著者は次のように力説する。例
えぽ、「農民層の分解」の実証にあた っても、この 「家族律動」研究のもつ歴史遡及的実証との
組合せを欠いては、今日の農家 ・農村の現実を理解することは不可能であ り、本研究は これまで
の学説が用意していなかった説明原理の創成を意図した実証研究であると主張する。そ して、こ
の実証研究の結果から展望できるは、短い時間的スパンの 「互酬性」ではな く、世代を超えて伝
承されてい く農民 ・農家の生活原理ともい うべき独 自の 「生活合理性」の存在である。 こうした
「文化」の次元に踏み込む研究者の姿勢こそが農民教育論あるいは 「スポーツ社会学」へのアプ
ローチを可能にするにちがいない、と強調 して本論文を結ぶのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
わが国の農村社会学は、他の社会学諸分野の研究に比してきわめて独自的な研究の歴史を有 して
いる。それぞれの立場から、これに関して数多くの特徴的な諸点を挙げることができよう。著者は、
その特徴点として、とくに、 日本農村社会学が創生 した 「イエ ・ムラ理論」は、研究対象である日
本農民が自らに与えている 「意味」、つま り生活原理を理解 しようとする基本的研究姿勢を貫 くこ
とによって形成され、また、重厚なモノ.グラフィックな調査研究が理論形成の際には必ず求められ
てきた とい う、現実と厳 しく対決 しつづけてきた点を挙げて、そこに注目す る。さらに、その特徴
のゆえに、「イエ ・ムラ理論」はわが国 「文化」の社会学的解明を果 しえたものであると理解する
のである。この立場から、先学の業績に学びつつもその限界を見きねめ、第1章 から第4章 までに
おいて、「家族律動」研究の方法論を新たに定立 しているが、その着眼は正 しく、「イエ ・ムラ理論」
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を現代農村の分析に生かそ うとするその着想の方向は、近年ではまことにユニークである。わが国
でも、 ソローキンの研究に刺激されて、戦前からライフサイクルと家族周期に関する先行研究があ
り、最近では、個人の人生行路全体を展望してライフコース論、あるいはライフロング・プロセス
の研究が始められている。 しか し、そのライフコース研究は自らの科学性を高めることに関心が集
中して、個人 と地域等 との関連を無視する結果を生んでいる。このような状況を考えるとき、本研
究が従来の家族周期論と日本農村社会学が錬成 してきたモノグラフィックな研究を 「家族律動」と
い う概念で結合させた独創性に対 して、高い評価が与えられるべきである。
また、第5章 から第8章 までに収められたモソグテフは、著者のきわめて精力的な行動力を基盤
にした綿密で長期間にわたる反復調査の成果である。今 日までの家族周期論や ライフコース論のほ
とんどが、人 口統計資料等の平均値 または中央値に依拠 しているのに対 して、4つ のモノグラフで
は、村落居住戸について、家族構成をはじめ農業経営、交誼協力の社会関係等々を、可能な限 り遡
及的方法によって調査 し、時間的系列における各家々の変動を克明に究明し、その結果を整理 し考
察 している。このような家族律動の事例研究はまった く他に類列がない。その資料的価値はきわめ
て高く、それだけに数多 くの発見を含んでいる。 とくに、農家の家族周期における類型の設定、な
らびに、その類型 と農家継承の関係や主婦権 と世帯主権の関連の発見などは、戦後の家族社会学研
究がわが国家族研究の弱点と指摘 してきた 「家族の内部構造」の解明に、新生面を拓いた ものであ
ると考える。
ところで、本論文は、近年の農村社会学における農民層分解論、家族社会学における核家族論を
基底におく諸研究への批判を試みたものであった。4村 落に関する事例研究の結果は、た しかに、
従来の学説では不問に付せられていた部分を解明し、補強 しうる視点を提示 している。 しか し、細
部にまで立入った調査に よって入手した資料の整理には、なお不十分さを残 している。また、わが
国農村の 「文化」を形成する 「家」の基本は直系家族制にあると判断する立場のために、直系家族
制から逸脱する事例に関する考察がやや手薄ではなかろうかと受けとられるきらいもある。それが
たとえ稀であ り特殊な事情による事例であったとしても、将来への展望を考える ならば無視できな
いのではないか、 とする意見もあ りうるにちがいない。
しか しながら、本論文は、参考論文 として提出された 「"地域スポーツ文化論"の たあの基礎研
究」に知 られるように、新たに 「スポーツ社会学」の樹立に立ちむか う著者の、 自立する研究者と
しての土台を固めた ものである点に注目したい。著者の志向する 「スポーツ社会学」 とは、学校体
育の社会学的研究、いいかえるならぽ体育学習集団の小集団研究にその源流をもつ 「体育社会学」
を経て、この体育科学の領域に生れ出て、これから展開しようとする若い学問である。 この新 しい
科学の樹立の前提条件 となるのは、先行する社会学の学的蓄積を学びとる基礎作業である。著者に
とって学ぶべき蓄積は、 日本農村社会学の 「家」研究であ.り、モノグラフィックな研究という実証
的ア'ブローチである。著者は参考論文において、学校体育の社会学を除いた領域、すなわち社会体
育論である 「コミュニティ・スポーツ論」の先行研究を検討 し、それらに共通する特徴は、地域で
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展開するスポーツ活動を隆盛期の一時点のみでとらえた横断的研究にとどまっていること、さらに、
地域を実証的構造的に理解しようとする視角が欠如 していることであると指摘する。そして著者は、
農村 ・都市社会学の先達鈴木栄太郎に学んでスポーツ集団を 「生活拡充集団」のひとつと位置づけ、
本論文に示されている実証的方法によってモノグラフを作成する調査研究をすでに宮城県涌谷町の
一地区を対象に実施し、その報告 も参考論文に収められている。そこでは、スポーツ活動 ・スポー
ツ集団の社会的機能を関心の焦点にすえて考察されているが、例えば、家族の内部構造の独自的な
分析にもとついて、欧米と異 って 「家」に生活基盤iをもつ 「単位家族」がスポーツ活動 ・集団の参
加主体であり、余暇活動 としてスポーツそのものが目的視 されているのではなく、地域社会の文脈
がたえず地域スポーツ活動に働いていることなどの事実を解明しているのである。
以上のように、社会教育の科学における一分科科学 とみられる 「スポーツ社会学」の樹立へむけ
て、著者は本論文を立脚点にしてすでに出発 しているといえよう。このことは、本論文が新 しい社
会教育の一科学の基礎た りうる性格をもつことを明示 していると考える。本論文に示 された着想の
斬新さと構想の壮大さは近い将来における大成への期待をいだかせるに十分である。
よって、教育学博士の学位を授与することを適当と認める。
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